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インドは対中不信を乗り越えられるのか
～2024 年 10 月国境撤兵合意とその後～

2025 年 4 月 16 日 

中京大学 教授 
溜 和敏 

はじめに 

 2024 年 10 月 23 日、インドのナレーンドラ・モーディー首相と中国の習近平国家主席
は、ロシア・カザンで開催された BRICS サミットの場で首脳会談を行った。2019 年 10
月にインド・チェンナイで行われて以来、5 年ぶりとなったこの会談で、両首脳は関係改
善への意欲を示した 1。 

両者の会談が可能となったのは、2020 年 6 月にインド北部ラダック地方ガルワン渓谷に
おいて勃発した軍事衝突、いわゆるガルワン紛争以来続いていた緊張関係の緩和に向けて
一定の進展が見られたためであった。首脳会談の 2 日前、両国は係争地域からの部隊撤退
とパトロール再開に関する合意を発表していた。以後、インドと中国はそれまで停止して
いた他の争点をめぐる交渉を再開し、協力の拡大に向けて動き出している。 

 現在のインドの対中国政策はどのような状況にあるのか。そして、中国に対して不信を
募らせていたインドは、なぜ中国との関係改善へと舵を切ったのか。本稿では、2024 年
10 月の合意に至る経緯と、それから両国が国交樹立 75 周年を迎えた 2025 年 4 月 1 日ま
での動向を整理し、インド側の狙いに焦点をあてて分析を行ってみたい。 

1 丸山春花「BRICS サミットの場で、5 年ぶりのインド・中国首脳会談、戦略的協力を強調」JETRO ビ
ジネス短信、2024 年 11 月 26 日（https://www.jetro.go.jp/biznews/2024/11/e3cd617b7f9f59f2.html）。 
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根強いインドの対中不信とその背景 

モーディー政権は、ガルワン紛争以前から、中国政府への不信感を募らせていた。イン
ド側の報道によると、政権初年度の 2014 年 9 月、習主席がインド・ニューデリーを訪問
しているその最中、中国側からの国境侵犯事案があり、モーディー首相が習主席に直接抗
議した 2。それでも当時、インド政府は経済発展の実現のために中国との協力を進めるス
タンスを維持し、中国主導のアジア・インフラ投資銀行（AIIB）にも設立メンバーとして
参加していた。しかし 2017 年 6 月からブータン領内のドクラム高原に侵入した中国軍と
インド軍の対峙する事案が発生したことで、インドは中国に対する姿勢を一層硬化させた
3。中国側はインド国境付近でのインフラ整備を進め、インド側も対抗措置を急いだ。

 その後、インドは経済政策においても中国との距離を取る方針に転じた。インドは 2018
年から関税を引き上げて国内産業の育成を図る保護貿易の姿勢を強めているが、中国から
の輸入拡大を食い止めることがその主眼であり 4、2019 年 11 月に「地域的な包括的経済
連携協定（RCEP）」の締結交渉からインドが離脱する背景となった 5。2020 年 4 月には外
国直接投資（FDI）政策を改定し、投資を事前認可制とする対象国に中国を加えた 6。折し
も同年 3 月からロックダウンを実施していたコロナ禍の最中であり、同年 5 月からインド
政府は巨額の経済対策パッケージ「自立したインド（Atmanirbhar Bharat）」を発表し、対

2 Rishi Iyengar, “A Border Standoff and Free Tibet Protests Mar Xi Jinpingʼs Arrival in Delhi,” Time, 
September 18, 2014 (https://time.com/3396041/china-india-xi-jinping-visit-free-tibet-protests-border-
confrontation/). 

3 本稿では主にインド側の見方を紹介している。ガルワン紛争に至る経緯について、より中立的な見方と
しては、以下を参照されたい。栗田真広「「ヒマラヤの乱闘」なぜ中印国境で死者が出たのか」Wedge 
ONLINE、2020 年 6 月 27 日（https://wedge.ismedia.jp/articles/-/20006）。 

4 椎野幸平「保護主義化するインドの貿易政策――関税引き上げ品目の特徴は？」アジ研ポリシー・ブリ
ーフ、No. 150、2021 年 10 月 18 日
（https://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Reports/AjikenPolicyBrief/150.html）。 

5 溜和敏「RCEP 離脱のインド――保護貿易路線への傾斜」『中部経済新聞』2021 年 4 月 23 日、8 面。 

6 「国境を接する国」からの投資を制約するものであり、中国を名指しした施策ではないが、パキスタン
とバングラデシュは以前から個別に対象指定されていたため、実質的には中国のみを規制に加えていた。
磯崎静香「国境を接する国からの投資を事前認可制に、FDI 政策改正」JETRO ビジネス短信、2020 年 4
月 27 日（https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/2abf79de8f1bfa09.html）。 
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中デカップリングによる経済的自立を試みることとなった 7。 

こうして、政治外交においても経済政策においても中国との隔たりが深まっていたとこ
ろ、2020 年 6 月、ガルワン紛争という決定的な事案が発生した。直後、インド政府は国境
紛争が収まるまでは中国との関係を全面的に停止する方針を決定し、この方針が以後の対
中政策の基本原則となった 8。 

ガルワン紛争の経緯をめぐる両国の見解は分かれているが、インド側の見方としては、
中国側が一方的に過去の取り決めを破って残忍な攻撃を仕掛けてきたものと理解されてい
る 9。しかも、コロナ禍という国難にインドが瀕しているタイミングであったことが、中
国に対する憎悪をインド国民にかき立てることとなった 10。こうした国民感情は、インド
政府にとって中国との関係改善を進めることを難しくした 11。 

総選挙と関係改善の兆し 

 こうしてインド政府は中国とのデカップリング政策を採用したが、経済活動の実態は伴
わなかった。政府の方針に反して、インドの民間企業は中国との取引を続けたことによ
り、中国からの輸入は拡大を続けた 12。他方で、両国政府の規制により投資は制約されて

7 「自立したインド」を含むインドの製造業振興策については下記が詳しい。熊谷章太郎「メイク・イ
ン・インディアの新展開とその「落とし穴」」『環太平洋ビジネス情報 RIM』Vol. 21, No. 82（2021 年）。

8 Srikanth Kondapalli, “India-China Ties at a Crossroads as Security, Economic Pressures Clash,” Deccan 
Herald, September 22, 2024 (https://www.deccanherald.com/opinion/india-china-ties-at-a-crossroads-as-
security-economic-pressures-clash-3201218). 

9 Srikanth Kondapalli, “Galwan Skirmishes: Portends for the Future,” Deccan Herald, July 17, 2024 
(https://www.deccanherald.com/opinion/galwan-skirmishes-portends-for-the-future-850657.html). 

10 溜和敏「ガルワン事件のインドの対中世論」コメンタリー、日本国際フォーラム、2021 年 3 月 31 日
（https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/5488/）。 

11 ガルワン紛争後の印中関係の概況については以下を参照されたい。伊豆山真理「安全保障から見たイン
ド・中国関係の現在」『国際問題』No. 718（2024 年 4 月）。 

12 Jhanavi Pathak, “Indiaʼs Growing Trade Imbalance with China: Can Budget 2025 Provide a Solution?” 
The Economic Times, January 15, 2025 (https://economictimes.indiatimes.com/news/economy/foreign-



4 

いた。次第に経済界からは関係修復を求める声が強まった。 
 
 さらに、2024 年 6 月にインドの総選挙が終わったことにより、対中関係改善に向けた環
境が整った。それは、国政選挙のタイミングがしばらく遠ざかることで、世論の反中感情
にとらわれずに関係改善を進めやすくなったことを意味し、また、議席数を大幅に減らし
た政権与党が権力基盤を固めるためには経済状況の改善が不可欠との認識を得たためであ
った 13。 
 

同年 7 月、インド政府が発表した経済分析は、中国からの投資増加によってインドの輸
出を促進することを提案した 14。これに対して商工大臣が対中政策の変更を否定するコメ
ントを出すなど、政府内にも慎重姿勢が残っていたが 15、外交・安全保障当局は関係修復
を進め、9 月に両国の責任者レベルでの会談が行われ、10 月の国境問題の合意発表と首脳
会談が実現するに至ったのである。 

 
 

合意後の関係改善進展 

 
2024 年 10 月の合意は、領土をめぐる両国の主張の根本的な相違を解消するものではな

く、ガルワン紛争以来続いていた両軍の対峙を解消するための取り決めである 16。紛争の

 
trade/indias-growing-trade-imbalance-with-china-can-budget-2025-provide-a-
solution/articleshow/117223746.cms?from=mdr). 

13 溜和敏「「モディの約束」の蹉跌」『外交』第 86 号（2024 年 8 月）。 

14 Kondapalli, “India-China Ties at a Crossroads as Security, Economic Pressures Clash.” 

15 “No Rethinking on Supporting Chinese Investments in India: Goyal,” The Hindu, July 30, 2024 
(https://www.thehindu.com/business/Economy/no-rethinking-on-supporting-chinese-investments-in-
india-goyal/article68463351.ece). 

16 Srikanth Kondapalli, “Border Fix: A Shaky Truce Short on Trust,” Deccan Herald, January 26, 2025 

(https://www.deccanherald.com/opinion/border-fix-a-shaky-truce-short-on-trust-3373190); “Chinaʼs 

Actions Undermine De-escalation Efforts, Risking Renewed India-China Tensions,” Border Lens: Beyond 

the Limit, January 10, 2025 (https://www.borderlens.com/2025/01/10/chinas-actions-undermine-de-

escalation-efforts-risking-renewed-india-china-tensions/). 
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直後から協議に基づき両軍の引き離しが段階的に行われてきており、残された最後の 2 地
域での撤収に合意するものであった 17。 

 
表：ガルワン紛争とその後の段階的な撤兵 

 2020 年 4 月～5 月：中国軍が実効支配線（LAC）を超えてインド側に進出 
 2020 年 6 月 15 日：両軍兵士が発砲を伴わない戦闘、死傷者多数 
 2020 年 7 月：第 1 段階の撤兵（ガルワン渓谷） 
 2021 年 2 月：第 2 段階の撤兵（パンゴン湖） 
 2021 年 8 月：第 3 段階の撤兵（ゴグラ地域） 
 2022 年 9 月：第 4 段階の撤兵（ホット・スプリング） 
 2024 年 10 月：最終段階の撤兵（デムチョク平原、デプサン平原） 
 2024 年 11 月：合意に基づきパトロール再開 

（出所）Saheb Singh Chadha, Negotiating the India-China Standoff: 2020‒2024 (Carnegie 
India, 2024)に基づき筆者作成。 
 
 インド政府は国境地域の平和と安寧を関係再開の条件とする基本方針を変更していない
が、両軍の引き離しが実現したことによってこの条件がクリアされたと判断し、他の問題
で中国政府との協議を再開するゴーサインを出した。2024 年 12 月 3 日に S・ジャイシャ
ンカル外相が行った国会答弁において、そうした方針を確認できる 18。 
 

早速、具体的な成果として、2025 年 1 月、コロナ禍の 2020 年以来中断していた両国間
の直行フライトを再開する方針で合意している 19。 

 
17 ガルワン紛争から 2024 年 10 月の合意に至るまでの経緯については以下が詳しい。Saheb Singh 

Chadha, Negotiating the India-China Standoff: 2020‒2024, Carnegie India, 2024 

(https://carnegieendowment.org/research/2024/12/negotiating-the-india-china-standoff-2020-

2024?lang=en&center=india)。 

18 “Statement by External Affairs Minister, Dr. S. Jaishankar in Lok Sabha,” Ministry of External Affairs, 
Government of India, December 3, 2024 (https://www.mea.gov.in/Speeches-
Statements.htm?dtl%2F38665%2FStatement_by_External_Affairs_Minister_Dr_S_Jaishankar_in_Lok_Sab
ha=). 

19 “Bilateral Discussions Progressing on Resuming India-China Direct Flights: Civil Aviation Minister,” 
Deccan Herald, March 11, 2025 (https://www.deccanherald.com/india/bilateral-discussions-progressing-
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両国首脳から前向きな発言が続いた。モーディー首相は、2025 年 3 月、ポッドキャスト
におけるインタビューで、両国は競争する関係にあるものの協力を進めるとする発言を行
った 20。習主席も同年 4 月 1 日、国交樹立 75 周年に際した書簡で「龍と象のタンゴ」を
実現させるべきと記し、協力への意欲を示した 21。 

 
 

おわりに 

 
 2024 年 10 月の合意により、ガルワン以来の国境をめぐるインドと中国の緊張関係はひ
とまず緩和し、他の争点における対話を再開した。しかしジャイシャンカル外相などイン
ド側当局者の発言を辿ると、国境問題をめぐる中国への不信は解消されていないことが読
み取れる。つまり、インドは全面的に中国との関係改善に舵を切ったのではなく、国境問
題での備えを強めながらも、経済など両国の利害が一致する争点では協力を行う、ガルワ
ン以前の方針に回帰したと見るべきであろう 22。専門家や当事者の間では当たり前のこと
だが、インドと中国は国境問題を解決したのではなく、利害が一致する問題での対話を行
いうるレベルに戻ったに過ぎない。 
 
 最後に、全面的ではないにせよ、インドが中国との協力を再開した理由について、整理
しておきたい。 
 
 インド国内においては、経済的要請がその主たる理由であった。中国とのデカップリン
グによって国内産業の保護と育成を図る方針が失敗に終わり、中国からの投資を活用する

 
on-resuming-india-china-direct-flights-civil-aviation-minister-3442002). 

20 “Narendra Modi on Xi Jinping and China | Lex Fridman Podcast Clips,” YouTube.com, March 24, 2025 
(https://www.youtube.com/watch?v=3duHTBpvQuA&ab_channel=LexClips). 

21 “Xi Says China and India should Strengthen Ties in 'Dragon-Elephant Tango',” Reuters, April 1, 2025 
(https://www.reuters.com/world/xi-says-china-india-should-strengthen-ties-dragon-elephant-tango-2025-
04-01/). 

22 二国間や地域の安全保障では対立し、経済や世界政治の分野では協力しうる「アンビバレント」な関係
が 21 世紀に入ってからの印中関係の基調であった。堀本武功『インド 第三の大国へ』（岩波書店、2015
年）第 2 章。 
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方針への変更を余儀なくされたのである。また、総選挙が終わったことで反中世論に配慮
する必要性が低下し、国内経済の観点を優先させる状況が整っていた。 

ここまで触れてこなかったが、国際情勢も印中の接近を促す方向で作用した。ひとつは
ロシア要因である。ロシア・ウクライナ戦争後に西側諸国との溝を深めたロシアが、
BRICS のコアとなるべき中国とインドの関係修復を望み、働きかけを行っていた 23。この
3 カ国の関係に着目すると、インドとしては中国とロシアの関係が緊密化して自国が疎外
される懸念を抱き、中国としても自国だけがロシアの味方として国際社会で突出すること
は望ましくなかったはずである 24。そしてもうひとつは、もちろんアメリカ要因である。

大統領選挙中からトランプ陣営は保護貿易の方針を示しており、そして実際にスタートし
た第 2 期トランプ政権ではインドや中国にも関税を課す方針を発表した。インドは、中国

と経済分野で協力しうる関係、あるいは少なくとも協議をなしうる関係へと戻ることが必
要となったのである。

23 Kondapalli, “Border Fix: A Shaky Truce Short on Trust.” 

24 ロシア、中国との 3 カ国関係をめぐるインドの見方については下記も参考にされたい。溜和敏「「多極
世界」から「多極アジア」へ――インド外交の鍵握る中国」『Wedge』2023 年 1 月号、58-61 ページ。 

溜 和敏（たまり・かずとし） 
中京大学 総合政策学部／人文社会科学研究科／経済学研究科 教授 

中央大学大学院法学研究科博士後期課程修了、ジャワーハルラール・ネルー大学国際学研究
科国際政治・国際組織・軍縮センターM.Phil.課程修了。高知県立大学文化学部准教授など
を経て 2024 年 4 月より現職。2024 年 9 月よりジャワーハルラール・ネルー大学国際学研
究科東アジア研究センター客員研究員としてインド・デリー在住。専門は国際関係論、イン
ドの国際関係、現代日印関係。著書に『なぜアメリカはインドに譲歩したのか――印米原子
力協力協定への道』（勁草書房、2024 年）など。博士（政治学）。 
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